

令和　　年　　月　　日


新潟県福祉保健部国保・福祉指導課長　様　


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　法人名称
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　法人所在地
代表者氏名　　　　　　　　　　　　　

申　　　出　　　書

下記事業所について、令和８年度「介護サービス情報の公表」計画第１の４(6)の規定により、介護サービス情報の公表を行いたいので申し出ます。

記

	事業所名
	

	事業所番号
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	サービス種類
	

	所在地
	〒

	電話番号
	

	令和８年度計画の対象
である一体的運営の
事業所※
	無　・　有
	計画番号
	２０２６
	
	
	
	
	

	担当者連絡先
	担当者氏名
	

	
	電話番号
	


※　別表のア～タの各区分で、任意公表する事業所と同じ区分に属し、任意公表する事業所と一体的に運営している公表計画対象事業所がある場合は「有」に○をつけ、通知されている計画番号を記入する。ない場合は「無」に○をつける。



　別表〈一体的な報告を行うサービス区分〉
	区分
	サービス

	ア
	訪問介護、夜間対応型訪問介護、定期巡回・随時対応型訪問介護看護

	イ
	訪問入浴介護、介護予防訪問入浴介護

	ウ
	訪問看護、介護予防訪問看護、指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準（平成18年厚生労働省令第34号）第38条に規定する指定療養通所介護（以下「指定療養通所介護」という。）、複合型サービス（看護小規模多機能型居宅介護）

	エ
	訪問リハビリテーション、介護予防訪問リハビリテーション

	オ
	通所介護、地域密着型通所介護（指定療養通所介護を除く）、認知症対応型通所介護、介護予防認知症対応型通所介護、指定療養通所介護

	カ
	通所リハビリテーション、指定療養通所介護、介護予防通所リハビリテーション

	キ
	特定施設入居者生活介護（有料老人ホーム）、特定施設入居者生活介護（有料老人ホーム（外部サービス利用型））、地域密着型特定施設入居者生活介護（有料老人ホーム）、介護予防特定施設入居者生活介護（有料老人ホーム）、介護予防特定施設入居者生活介護（有料老人ホーム（外部サービス利用型））

	ク
	特定施設入居者生活介護（軽費老人ホーム）、特定施設入居者生活介護（軽費老人ホーム（外部サービス利用型））、地域密着型特定施設入居者生活介護（軽費老人ホーム）、介護予防特定施設入居者生活介護（軽費老人ホーム）、介護予防特定施設入居者生活介護（軽費老人ホーム（外部サービス利用型））

	ケ
	特定施設入居者生活介護（有料老人ホーム（サービス付き高齢者向け住宅））、特定施設入居者生活介護（有料老人ホーム（サービス付き高齢者向け住宅）（外部サービス利用型））、地域密着型特定施設入居者生活介護（有料老人ホーム（サービス付き高齢者向け住宅））、介護予防特定施設入居者生活介護（有料老人ホーム（サービス付き高齢者向け住宅））、介護予防特定施設入居者生活介護（有料老人ホーム（サービス付き高齢者向け住宅）（外部サービス利用型））

	コ
	福祉用具貸与、特定福祉用具販売、介護予防福祉用具貸与、特定介護予防福祉用具販売

	サ
	小規模多機能型居宅介護、介護予防小規模多機能型居宅介護、複合型サービス（看護小規模多機能型居宅介護）

	シ
	認知症対応型共同生活介護、介護予防認知症対応型共同生活介護

	ス
	介護老人福祉施設、短期入所生活介護、介護予防短期入所生活介護、地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護

	セ
	介護老人保健施設、短期入所療養介護（介護老人保健施設）、介護予防短期入所療養介護（介護老人保健施設）

	ソ
	介護医療院、短期入所療養介護（介護医療院）、介護予防短期入所療養介護（介護医療院）

	タ
	短期入所療養介護（療養病床を有する病院等）、介護予防短期入所療養介護（療養病床を有する病院等）






